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　１．政策委員会委員の就退任

　政策委員会審議委員 須
す だ

田 美
み

矢
や こ

子は平成23年3月31日任期満了により退任し、

翌4月1日、白
し ら い

井 早
さ

由
ゆ り

里が政策委員会審議委員に就任した。

白井 早由里　新審議委員の紹介

昭和38年１月２日生
出身地　東京都

昭和 62年 3月　　　慶應義塾大学文学部卒業
平成 元年 3月　　　　 〃　 大学院経済学研究科修士課程修了
　　　5年 5月　　　コロンビア大学Ph.D（経済学博士）取得
　　　5年 9月　　　国際通貨基金（IMF）エコノミスト
　　 10年 9月　　　慶應義塾大学総合政策学部助教授
　　 18年 4月　　　　　　　　 〃 　　　　　教授
　　 23年 4月1日　 日本銀行政策委員会審議委員
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　2．議決事項

（１）金融政策決定会合関係

◆･金融市場調節方針の決定および「金融緩和の強化について」の
公表に関する件（3月14日）

　本委員会は、平成23年3月14日の金融政策決定会合において、次回金融政策決

定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること、および金融緩和の

強化について別紙のとおり公表することを決定した。

記

　無担保コールレート（オーバーナイト物）を、0〜0.1％程度で

推移するよう促す。
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◆･「資産買入等の基金運営基本要領」の一部改正等に関する件
（3月14日)

　本委員会は、平成23年3月14日の金融政策決定会合において、東北地方太平洋

沖地震の発生を踏まえ、企業マインドの悪化や金融市場におけるリスク回避姿

勢の高まりが実体経済に悪影響を与えることを未然に防止する観点から、下記

の諸措置を講ずることを決定した。

記

1. 「資産買入等の基金運営基本要領」（平成22年10月28日決定）注1）を別紙1.のと

おり一部改正すること。

2. 「資産買入等の基金の運営として行う指数連動型上場投資信託受益権等買入

等基本要領」（平成22年11月5日決定）注2）を別紙2.のとおり一部改正すること。

3. 「日本銀行業務方法書｣（平成10年3月24日決定）注3）を、別紙3.のとおり一部

変更すること、および、4.の認可を取得することを条件に別紙4.のとおり一部

変更すること。

4. 　1.および2.の実施に関し、日本銀行法（平成9年法律第89号）第43条第1項た

だし書きおよび同法第61条の2の規定に基づき、別紙5.および別紙6.のとおり

財務大臣および金融庁長官に認可を申請すること注4）。

　

注1 ）　「資産買入等の基金運営基本要領」の全文については、インターネット・ホーム

ページをご参照ください。

注2 ）　「資産買入等の基金の運営として行う指数連動型上場投資信託受益権等買入等基本

要領」の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください。

注3 ）　「日本銀行業務方法書」の全文については、インターネット・ホームページをご参

照ください。

注4 ）　3月14日に認可を申請し、3月15日、認可を取得しました。
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◆･金融政策決定会合の議事要旨（2011年2月14・15日開催分）に
関する件（3月14日）

　本委員会は、平成23年3月14日の金融政策決定会合において、金融政策決定会

合の議事要旨（2011年2月14・15日開催分）注5）を承認した。

　

注5）　インターネット・ホームページをご参照ください（3月17日公表）。
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（２）通常会合関係

◆･平成22年度中に償還期限の到来する本行保有国債の借換えの
ための引受けの減額に関する件（3月1日)

　本委員会は、平成23年3月1日、平成22年度中に行うこととしていた、償還期

限の到来する本行保有国債の借換えのための引受けについて、これを減額する

こととし、「平成22年度中に償還期限の到来する本行保有国債の借換えのための

引受けに関する件」（平成21年12月24日決定）注6）を別紙のとおり一部改正する

ことを決定した。

　

注6 ）　「平成22年度中に償還期限の到来する本行保有国債の借換えのための引受けに関す

る件」の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆･「不動産その他の重要財産取扱基本要領」の制定に関する件
（3月1日）

　本委員会は、平成23年3月1日、「不動産その他の重要財産取扱基本要領」を別

紙のとおり制定することを決定した。
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◆･参与の推薦に関する件（3月1日）

　本委員会は、平成23年3月1日、日本銀行法第23条第4項の規定に基づき、財務

大臣に対し、中村 邦夫  氏を参与に推薦することを決定した（4月1日、財務大

臣より任命）。

◆･中期経営計画（平成23 ～ 25年度）に関する件（3月18日）

　本委員会は、平成23年3月18日、中期経営計画（平成23〜25年度）を別紙のと

おり決定した。
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（注 ）上記別紙中、平成23年度（第127回事業年度）経費予算のうち、日本銀行法第51
条第1項に定める経費の予算（本政策委員会月報P.54を参照）については、3月30日、

同条同項に基づく財務大臣の認可を取得しました。

◆･平成23年度不動産その他の重要な財産の取得または処分に関
する件（3月18日）

　本委員会は、平成23年3月18日、平成23年度不動産その他の重要な財産の取得

または処分に関し決定した。
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◆･「平成23年度中の本行保有外貨資産の運用細目」の制定に関す
る件（3月18日）

　本委員会は、平成23年3月18日、「平成23年度中の本行保有外貨資産の運用細

目」を決定した注7）。

◆･政策委員会月報（平成23年2月）に関する件（3月22日）

　本委員会は、平成23年3月22日、政策委員会月報（平成23年2月）を承認した。

◆･日本銀行業務方法書の一部変更に関する件（3月29日）

　本委員会は、平成23年3月29日、社団法人東京銀行協会が一般社団法人全国銀

行協会に名称変更することを条件に、日本銀行業務方法書（平成10年3月24日決

定）注8）を別紙．のとおり一部変更することを決定した。

　

注7 ）　「本行保有外貨資産の運用基本要領」の骨子については、インターネット・ホーム

ページをご参照ください。

注8 ）　「日本銀行業務方法書」の全文については、インターネット・ホームページをご参

照ください。
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◆･帯広事務所の移転に関する件（3月29日）

　本委員会は、平成23年3月29日、帯広事務所を下記のとおり移転することを決

定した。

記

現行所在地　　帯広市西2条南9丁目17番地（帯広北洋ビル内3階）

移転予定地　　帯広市西2条南12丁目1（JR帯広駅北口ビル内3階）

移転予定日　　平成23年5月6日
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　3．報告事項

●�不動産の取得・処分に係る管理・運営体制の見直し
（文書局、政策委員会室）

●金融機関のシステムリスク管理の現状と課題（金融機構局）

●最近の考査結果の概要（金融機構局）

●金融広報中央委員会平成23年度活動方針（案）
（情報サービス局）

●金融機関の業務運営動向とリスクの状況（金融機構局）

●東北地方太平洋沖地震にかかる諸報告
（決済機構局、金融市場局、国際局、調査統計局、金融機構局）

●新日銀ネット構築プロジェクトの進捗状況
（決済機構局、システム情報局）

●公文書管理法の施行に伴う本行の対応等
　（総務人事局、金融研究所、情報サービス局、文書局）
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